














する近年の重要判決のうち､課税庁が勝訴 して終結 したフイルムリース事件下級審判決 1と張税庁が








1 大阪地利 (平成 10年 10月 16EE訟月 45巻 6号 1153日∴以下 ｢大阪地裁判決Pという)及び大阪荷判 (平成 
12年 1月 18円訟月 47巻 12号 3767頁､以下 ｢大阪高裁判決jという)を対象とする｡いわゆるフイ/レムリー ス
ポ件下級蒋判決には､このほかに大阪地判平成 10年 12月 18日公刊物東宝搬 (控訴帝大阪高判 1536公刊物未
登収)､発見地利平成 15年 5月 22日公刊物未登載 (控訴怒束東南判 17.2.8LEX/DB28111253)､千典地判平成 
12年 2月 23日 (確定)公刊物末輩蝦､東京地判平成 16年 8月 31日 (確定)訟月 51巻 8号 2211頁がある0 
2 名古屋地判 (平成 16年 10月 28日判夕 1204号 224頁､以下丁名古屋地裁判決｣という)を対象とする丘なお､
捷訴脊名古屋高判平成 17年 iO月 27日公刊物未登板があり､課税庁は同判決の敗訴をもって上告を断念して事
件を確定させ､同一のスキームに対して行った探税をすべて取り消している｡ 
' 7年 4月 1 9年 71 いわゆる航空機リ-ス布件には､このほかに津地判平成 1 9日公刊物未儀載､静岡地判平成 1
月 27日公刊物未発轍があるほか､同種の船舶ソー ス畔件では名古屋地判平成 17年 12月 21日判夕 1270号 248
頁､名古屋高判平成 19年 3月 8日公刊物来登収､岐島地判平成 20年 1月 24日公刊物未登載がある｡ 
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2 映画フイルム リー ス事件下級審判決の分析 
(1)事件の概要
原告全社は､映画フイルムに関する諸権利の購入及び貸付を行 う比法 ヒの組合 (以下 ｢投資組
合.という)に出資を行い､取引に参画した｡原告会社は､自己の出資軌itこ相当する金額を器具r
備品勘定に計上し減価償却を行った (耐用年数 2年)ところ､課税庁が減価償却費の損金計上を 
9 今村【1999a1209頁 
LO 今村(1999a】214百
日 今村【1999a】217頁｡なお､割賦販売契約の形式を金銭消津貸借に解した判決 (最高裁平成 5年 7月 20日)
を例示しているし 
12 谷口勢津夫 ｢D'租税回避』の音溝 と限界 l金子編【2010】37貞 






租税回避事件における判断基矧 こ関する一考察 小林 裕明
認めない更T E処分等を行ったことから､原告会社が処分の取消しを求め適法な手続を経て提訴し













































































機 リー スの仕組みについては､後掲図 2参照｡ ) 
(2)契約解釈のあり方











































16平成 1勺改THl 6粂1 組合契約ハ各当世者力出資ヲ為シテ共同ノ串某ヲ常ムコトヲ約スル二因リテ6= Et民法 67 項 ｢
其効力ヲ生ス｣に基づく｡他の成立賛件として､複数当畔者の存在及び当事者による出資が射ずられる｡ 
17 平成 16年改正前民法 673粂 ｢各組合員ハ組合ノ業病ヲ執行スル権利ヲ有セサルトキト蛾モ其業務及ヒ組合
財産ノ状況ヲ検奈スルコトヲ得｣に基づく｡ 
































19 フイルムリー ス串件に見られる裸税庁の否認理由は､ r『(私法上の)騨突鰹定に上る否認』に過ぎないと
されるが､其僻には､税負担回避の意図が叩実 E瞥定の決め手とされ､私法上の契約解釈から離れた禰めて主観
主投的な法の解釈が行われる可能性がある｣と指摘している｡ (岡村【2000]9頁) 


























経験則が妥当しないケースを指摘している (酒井 (20101360頁)0 
22 前掲岡村【2000]によれば､米国の否認法理として形成された ｢二分肢テスト Jのうち ｢取引の客観的な孜現
前利益律' L等可能性｣を挙げ､ r一定の品質を持った映画が取引対象とされ l筆者注､フイルムリー ス事件を取り上
げている】､かつ､映画R L行という中共の実体が認められるならば､そこには経済的爽質が存在する_旨をあげ､
密度忍に係るひとつの毛z l毎を示唆している｡ 







































2 7 第 -辞判決は､ ｢当然に四つの契約 (心)をひとつの収引を柵収するものと考えているようlだが､ rいか
なる条件でこれらの契約を一体としてみることができるのか示すべきJという指摘がある. (倒 岬 j批｣【1999】) 

































































集の収益性が期待されない琳情が否定的に考慮されているとしている｡ (谷口 ｢糾郎｣【2009】181日) 
31 なお､使用収益及び処分権限を失っているのは非伽却資産である著作権であり､有体物である映画フイル
ムと混同されているとの指摘があるb (酒井【2011】214･215頁) 
32 佐藤英明 ･判例時報 1959号 191市､細川陸 ･税務弘報 54巻 12号 150頁､増田晋 ･税理 49巻 10号 29苛
など 












から問題がある｣ 35と解 してお り､最高裁としてはいまだ判例形成するにいたらず判断を差 し控
えている状態にあると理解できる｡
おわ りに 一租税 回避行為 に対す る課税の今後 一
租税回避に関する近時の判決では､贈与税回避事件上告審判決 (第二小法廷平成 23年 2月 18日
裁時 1526号 2頁)の補足意見が記憶に新 しい｡同事件は､三拝業の承継のため､オランダに設立 し
た有限弄任会社に自社株式を現物出資 して国外財産とし､香港に居住 36させた長男に無償で誹渡す
ることによって､贈 与税ひいては相続税の回避を図った事件である｡
第一審 (東京地判平成 19年 5月 23日訟月 55巻 2号 267頁)納税者勝訴､控訴審 (東京高判平













は､国代. '1法律の定めるところによってのみ納税の義務を負うと規定し､同法 84条は､課税の要件は法律に 


















補足意見J:して本論に加 えて敢えて述べ られたこの 行 から､租税法律主義の下では厳格な法条
の解釈をもって臨む0)であって､租税回避事件に対 しても特別の法解釈や事実終定を行い得ないと














の考え方が明地に示されているといえる｡ (佐傭英明 ｢租税負担と租税公平主曲 j 金子編【2007】59頁) 
p38 中里夷 r租税法における事実認定と租税回避否醒｣金子締t20071129貫 なお､下線部若者強己臥 









(D P祉 (原告会社)は､民法上の組合 (本稿において､｢投資組合｣という)に出資する｡投資組
合は､D銀行 (本稿において､[融資銀行｣という)からの借入金 と併せて､映画販売会社 G社 
(本稿において､｢販売会社｣という)から映画 2本に関する権利を購入するn 
②	 投資組合が購入 した映画の配給権は､映画配給会社 7社 (本稿において､｢配給会社｣という)




組合 -の貸付の原資は保証会社が提供 している｡ 









②	 任意組合は､当該出資及び金融機関からの借入金 (ノンリコースローン)により､リー ス会社
より航空機を購入し､これを航空会社にリースする｡ 
③	 任音組合は､航空会社から得た リー ス料から借入金に係る利子及び任意組合の運営費川等を差
し引いて残額を組合員に分配する｡ 
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[附記J 
*判決FP､固有名詞の使用を伏せ､関係が分かる名称に置き換えている｡ 
*	 本稿は､岡山経済同友会 2011年度研究助成による研究成果の-部として作成したものであり､
紙面を借りて厚く御礼申し上げたい｡ 
3Li 
